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法　律　相　談
相続土地国庫帰属制度について

弁護士　近藤　智仁

　土地を相続したものの、「遠方に住んでいて利用する予定がない」、「管理が負担である」などの理
由により、土地を手放したいと考える方が増えています。
　来年４月1日の相続登記の申請義務化を前に、そうした要望にも応えるかたちで、一定の要件を充
たした不要な土地（相続をした土地）を手放し、国に引き取ってもらうことを可能とする「相続土地
国庫帰属制度」が、２０２３（令和５）年４月２７日から始まります（相続等により取得した土地所有権の
国庫への帰属に関する法律）。
　もっとも、この制度は、相続登記が放置されるなどの理由で増加している所有者不明土地の発生を
抑制することを背景に創設されたものですので、「要らない」というだけで土地を手放すことを許容す
るものではありません。管理コストの国への安易な転嫁や、土地の管理をおろそかにするモラルハザー
ドが発生するおそれを考慮し、一定の要件を満たしたときに限り、利用できる制度になりました。
　具体的に、申請者は、相続又は遺贈（相続人に対する遺贈に限る）によって土地の所有権又は共有
持分を取得した相続人であることが必要です（帰属法２Ⅰ）。
　共有土地の場合は、共有者全員の合意で手続きをとる必要があります。ただし、共有者の中に相続
等で持ち分を取得したものが一人でもいれば、他の共有者が土地を取得した原因は問われていません
（帰属法２Ⅱ）。
　次に、申請対象となる土地は、建物がある土地、担保権や使用収益権が設定されている土地、通路
その他、他人による使用が予定される土地、土壌汚染されている土地、境界が明らかでないなど所有
権の存否、帰属又は範囲に争いがある土地のように、通常の管理・処分をするに当たり過分の費用・
労力を要する土地については、申請をしても却下されてしまいます（帰属法２Ⅲ・同４Ⅰ②・帰属政令２）。
　また、一定の勾配と高さのある崖や通常の管理又は処分を阻害する工作物や樹木が生えている土地、
地下に除去が必要な有体物がある土地、隣接する土地の所有者等との争訟によらなければ管理・処分
ができない土地、その他通常の管理又は処分をするに当たり過分の費用又は労力を要する土地も承認
されません（帰属法５Ⅰ）。
　申請先は、承認申請をする土地が所在する都道府県の法務局・地方法務局の不動産登記部門です（政
令で定める審査手数料が必要）。
　申請後、法務局担当官による書面審査及び実地調査による審査（帰属法６）を経て、法務大臣の承認（帰
属法５Ⅰ）を受けた者は、土地の性質に応じた標準的な管理費用を考慮して算出された10年分の土地
管理費相当額の負担金を納付（帰属法10Ⅰ）することにより、晴れてその土地は国庫に帰属し、以後、
国が普通財産として、管理・処分します。
　負担金の額は、雑種地や原野等は一律 20万円、宅地については、都市計画法の市街化区域又は用
途地域が指定されている一部の市街地は、所定の計算式で算出されます（一例として、100㎡超
200㎡以下の場合　地積㎡×2,450円+30万3,000円）が、その他の場合、一律20万円です。
　農地については、都市計画法の市街化区域内、農業振興地域の整備に関する法律の農用地区域内
等の区域は所定の算出式によりますが、その他の農地については、20万円とされています。森林も
面積に応じて算出されます（帰属政令４）。調査の結果により土地の区分が変わり、20万円を大きく超
える負担金となる可能性もありますので、慎重にご検討ください。
　以上のように、不要な相続土地についての選択肢は増えましたが、適用要件は厳格なものとなって
おります。最寄りの法務局で事前相談をすることをおすすめします。

Q
　相続した土地を国に引き取ってもらえる制度ができると聞きました。どのような制度でしょう
か。
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